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フランス会社法における業務執行鑑定人制度

一会社経営者の専横に対する法規制-

The Expert de Gestion in French Company Law: 

Regulation against Abuse by Executive Managers 

清弘正子事

KIYOHIRO M酷 ako.

Article 226 of the French company law provides the system called expert de gestion which 

aims to protect minority stockholders and safeguards the interest of the company against the 

ab眠時 byexecutive managers 

This study attempts to examine the sys旬m prescribed under the article 226 through the 

analysis of some c回 estudies. Attcntion is drawn to the following matters 

1. action of e平 ertde gestion by the association of 5t田 kholders;

2. how to harmonize the sys旬mof expert de gestion based 00 the comp阻 ylaw and the one 

based Os the code of civi1 procedure 
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はじめに

資本多数決原則の干において、会社経営者

および多数派株主・社員の専横から、会社利

益および少数派株主・桂員をいかに Lて保護

すべきかという問題は、現代株式会社法ない

し有限会社法の抱える重要課題の一つである。

フランスでは、従来、会社経営者、多数派

株主・社員の専横に対する規制につき、主と

して、多数決濫用理論。および仮取締役選任

制度"が用いられてきたお。

ところが、この両制度は、ともに実定法上

に根拠を持つことなく、半1)例法上認められて

きたという経緯がある。旧会社法(会社に関

する 1867年 7月 24日法)“は、多数派株主

らの専横に対する規制につき、何らの規定も

設けていなかった。

かかる状況の下、商事会社に関する 1966

年 7月24日法第 66-537号"(以下、 1966年会

社法または会社法と呼ぶ。なお条文のみを掲

げている場合は、当該会社法の条文である)

は、少数派株主保護を目的とするいくつかの

少数株主権を明文規定としてはじめて設けた。

なかでも、同法 226条(後述〕にもとつく少数

株主による鑑定人選任請求制度 (expert de 

rriinorite)は、とくに活発に利用されてきた九

この制度は、会社資本の¥0分の 1以上を有

する株主が、、業務執行行為に関する報告書を

提出する鑑定人(expert)の選任を裁判上請求

しうるというものであった;)。

同規定は、 企業の破綻防止および任意整

理に関する 1984年 3月1日法第 84-148"号

〔以下、 1984年法と呼ぶ。) によって大きく

改正され、第一に、株主団体による鑑定人の

選任請求を認め、第二に、少数株主以外にこ

の請求権を与えている(有限会社については、

64-2条により新設、後注)"。第三点について

は、資本多数決の濫用についての監視権・是

正権を株主のみに委ねることの限界を認めた

ものであるという評価もなされている叫。少

数株主の鑑定制度(expert田 de minoritめと

呼ばれていた当該制度は、改正以降、業務執

行鑑定制度(expertisede gl品 tion)と呼ばれて

おり川、これは、当改正による制度の変化を

端的に表すものといえよう。

1) Dominique Schmidt， Les droits de la minorite d，問 10societe anonymιBibliotheque de di間 'tcommercial. tome 21， 1970; 
豊崎光商「株式会社における多数決の櫨用(三)J法学協会雑誌見書3号(1940年)24頁以下、龍田節「賢本多数決の濫
用とフランス法」法学論叢66巷1号(1959年)31長以下、鳥山恭一「フランス樟式会祉法における賢本多数決原則の形
成と展開一一 株一議決権原則の再検討 」早稲田法学59巷Jo2・3合併号(1984年)81頁以下、清弘正干 fj>数派に
よる賢本多数決の濫用とその制裁~フランスにおける理論と判例-[上・-rJJ国際商事法務24巻 9号(1996年)933頁
以下・同 24巷10号(1996年)1054頁以下参照。

2) 荒谷裕子「フランスにおける恒取締役選任の制度について 多数派による権利濫用に対する規制一一」月刊監査役 157

号(1982年)1曲頁以下書問。
3) Georges Ripert， Traite elementaire de Droit commercial， tome 1， 12' 00.， par Rene Roblot， 1986， n'・713'参照。
4) Loi du 24 juillet 1867， sur Ies societes. 
5) Loi nO 66.537 du 24 jui1let 1966， sur 1ω 回 ciete渇 commerciales
6) George洛 Ripertet Rene Roblot， Traite de Droit commercia/. tome 1，げ ed.，par Michel Germain， 1993， nO 1359'; 

Maurice Cozi皿 etAlain Vi阻 dier，Droit des societes， 7'副.， 1994， n'・488;Yves Ouyon， D間 tdes Affaires. tome 1， Droit 

commercω1 general et societes， 8<副， 1994， n'・447.
7) 当該制度については、荒苔裕子「フランスにおける多数諏の権利濫用に対する法規制 少数派の鑑定人制度 」秋

国語学2巷l号(1982年)178頁以下、および中曽根玲子「フランス会社法における業輯鑑定制度の機能一一少数株主植
の新たな展開」早稲田法学会誌34巻(1983年)61頁以下に詳しく紹介されている。

8) Loi 00 84ド148du 1" mars 1984， relative la prevention et au regleme川 atniabledes difficultes des entreprises 
9) 当改正に閲して、中曽根玲子「フランス全社法における業務鑑定選任請求権の拡大一-}984年改正法を中心として 」

山形大学紀要〈社会科学)17巷Z号(1987年)79頁以下書昭必
10) 中曽担・前掲論文(注・9)182頁。
11) 脱却caLauret， Christine Bannel et Veronique Bourgninaud， Droit d，ωsocietes (Civiles et commercia/es)， 3' ed.， 1994， 

p.82; M. Cozian et A. Viandier， supra. note n・6，nO 487; Y. Guyon， supra. note n'・6，n・447
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鑑定人の任務は、会社利益に合致していな

い疑いのある業務執行行為に関する情報を補

完することにある則。鑑定人は、その作成す

る報告書において、会計上の適法性のみなら

ず、会社に関する取引利益についても言及し、

当該報告書を諮求者等に提出する (226条 1

項および4項参照、後述)川。請求者は、そ

の報告書を、自己の裁量において利用するこ

とができる。したがって、株主は、その得た

情報を、指揮者に対する民事責任追及の訴訟

や仮取締役選任請求等に利用することも可能

である川。

提として、訴訟提起に先立ち必要な証拠を入

手するために、「爾後のための」鑑定(uneex-

pertise <<in futurum>>)口》を請求することが

できる。会制法上、業務執行鑑定人の選任を

請求することのできない、またはその請求を

望まない株主は、この規定を利用することに

より、ほとんど同様の結果を得ることができ

るともいわれているl目。

本稿は、許された紙幅の都合上、これらの

問題をすべて倣うのではなく、(1)鑑定人選任

請求権者の拡大、とくに団体が請求権者とし

て認められるようになったことの忠義、およ

び、(司会制法にもとづく鑑定人選任と民ポ訴

訟法にもとづく鑑定人選任とがどのような関

係に立つのかについて検証し、少数株主権の

行使嬰糾を満たさない少数派株主あるいは巾

独株主によって多数株主・会社経営者の専備

を防止する手段の新たな可能性について探求

しようとするものである。

鑑定人の選任が請求された場合、その選任

は、裁判所の裁量に委ねられ、また、鑑定人

の具体的な任務・権限の範囲については、裁

判所がこれを定めるものとされている (226

条 3項多照、後述)。その及びうる範凶それ

自体につき、判例・多数説は、これを、請求

者によって具体的に請求された 1または数個

の業務執行行為に限定されると解している%

なお、問題とされる業務執行行為または当該

行為が会社に与えた結果について、裁判所は

自ら判断をドすことはない1ω。

他方、証拠調べに関する規定である新民事

訴訟法(Nouveaucode de procedu回目vile)145 

条(後述)に従って、株主は、訴訟の鎚起をnij

I 請求権者の拡大一一株主団体による鶴松一一

1984年itーによる 1966年会制法 226条の改

正は、以卜のようなものであった。なお、イ1

限会制の業務執行鑑定については、 64-2条附

に新設されている。
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 Bourgninaud， supra. note n・11，p.82; Y. Guyon， supra. note n・6，n'・447

15) G. Ripert et R. Roblot， supra. note 0' 6， s' 1359); Y. Guyon， supra. note n' 6， n・447
16) Michel de Juglart et Benjamin Ippolito， Traite de droit commercial， 2' volumιLes societes. 3' ed.. par Emmanuel du 

Pontavice et Jacques Dupichot， 2' partie， 1982， n'" 759.6.759.9， 75942; Barthetemy Me吋adalet Phi1ippe Janin. Me 

mento Protique FrancIs Lejをbvre，Droir des affaires.晶αetescommerciales 1997， 1996， n・2321;G. Ripert et R. Roblot. 

supra. note n'・6.s'・1359'.

17) Yves Chartier， note抽出 ca且 com.12 janvier 1976 et Cass. com. 7 decembre 1981， Yves Chartier et Jaques Meatre， 
Themis. Les grandes decisions de 10 jurisp町'dence.Les町 ietes.1988. s'・45;M， Cozian et A， Viandier， supra， note nO 6， 
n・492;y， Guyon， supra， note n・6，n'・447

18) Guyon， supra， note n" 6， n'・447
19) 64.2岳会社資本の 10分の 1以七を有する 1人または数人の社員は、個別的にまたはいかなる形式をもって Lても問

体的に、 1または数個の業務執行行為に関する報告曹を健出する任務を負う 1人または数人の鑑定人の選任を融和LI二請
求することができる。
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旧会祉法116条瑚①会社資本の 10分の

1以上を有する 1人または数人の株主は、

lまたは数個の業務執行行為に関する報

告書を提出する任務を負う 1人の鑑定人

の選任を裁判上請求することができる。

②当該請求に理由があるとされるとき

は、裁判所の決定により、鑑定人の任務

および権限の範囲が定められ、あわせて

その報酬ならびに前項の l人または数人

の請求者が履行すべき供託金の額が定め

られる。

③当該報告書は、請求者ならびに場合

によっては取締役会または業務執行役員

会および業務監査役会に提出される。加

うるにこの報告書は、会計監査役により

底近の総会のために作成される報告書に

添付され、かっこれと同一の公示を受け

なけれlまならなL、。

新会社法11活条①会社資本の¥0分の l

以上を有する 1人または数人の株主は、

個別的にまたはいかなる形式をもってし

でも団体的に、 1または数個の業務執行

行為に関する報告書を提出する任務を負

う1人または数人の鑑定人の選任を裁判

上請求することができる。

②検察局、企業委員会、および資本を

公募している会社については証券取引委

員は、前項の請求をなす権限を有する。

③当該請求に理由があるとされるとき

は、裁判所の決定により、鑑定人の任務

および権限の範囲が定められる。裁判所

は、その報酬を会社の負担とすることが

できる。

④当該報告書は、請求者、検察局、企

業委員会、会計監査役、ならびに場合に

よっては取締役会または業務執行役員会

および業務監査役会、ならびに資本を公

募している会社については証券取引委員

会に提出される。加うるにこの報告書は、

会計監査役により直近の総会のために作

成される報告書に添付され、かっこれと

同ーの公示を受けなければならない。

1984年法は、まず、資本の¥0分の 1以

上を有する数人の株主がある場合に、その数

人の株主からなる団体(a田 ociation)、すなわ

ち株主団体が業務執行鑑定の請求者となるこ

とを認めた。

第二に、同改正法は、当該請求権を拡大し、

株主以外による請求を認めている。また、報

告書についても、請求者以外に、常時検察、

企業委員会、会計監査役、および資本公募会

社に関しては証券取引委員会に提出される。

かかる改正は、従来少数株主権のーっとして機

能してきた業務執行鑑定人選任務求権の中に、

全く異質の者を加えることによって、会社経営

者および多数派の専横に対する監視権・是正権

の機能強化を図ろうとしたものと思われる2%

現時点では、検察局または証券取引委員会

による業務執行鑑定人選任請求権が行使され

る例は少ないようであり回、このような現状

からは、第一の改正点である団体による請求

の認容が、より大きな意義を有しているとも

いえよう叩。

本章では、 1984年改正以前の半IJ例ではあ

るが、団体による業務執行鑑定請求について

の考察に格好の著名な判例について検討し、

法によって団体に請求権が付与された意義を

考察する。

20) 山口幸五郎=加藤徹「フランス新会社法(五)J阪大法学 71号(1969年)148.150頁、荒荘・前掲論文(注・7)190頁書照。
21) 中国棋・前掲論文(注・9)184頁参照。
22) B. Lauret， Ch. Bannel et V. Bourgninaud， supra. note nO 11， p. 83参照。
23) 株主以外に鑑定請求権を認めた意義については、中曽根・前掲論文(注・9)書冊a
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破穀院商事部 1973年 12月10日半IJ決叫

<事件の概要>X(原告、被上告人)は、 Y

会社(被告、上告人〕の資本の 10分の 1を有

する数人の株主却によって創設された団体で

ある。 Xの定款は、当該団体が、団体加入

者たる株主の権利全てを共同で行使する権限

を有する旨、および当該団体の管理委員会

(son com泌 d'administration)が、団体構成

員の会社に対する訴訟を提起する権限を有す

る旨を定めている。

かかる状況において、団体Xは、 1966年

会社法 226条にもとづいて、訴外 A会社に

対する Y会社の出資を評価するための鑑定

人の選任を請求し、 原審である 1972年

4月24日Nim田控訴院判決は、これを認め

ている。

<判旨>f1966年 7月24日法 226条に

関して，… 株主のみが、自己の賞任におい

て、上述の条文に定められている選任を消求

する権利を有しているのに、控訴院は……、

当該条文を誤って適用した……;かかる理由

により… .1972年 4月24日 Nfmes控訴院

により当事者に対して下された原判決全部を

破段、無効と」する。

<検討>

1.改正前 1966年会社法 226条は、代表者

または団体による請求を想定していない。こ

れに対し、株式会社の取締役に対する責任追

及訴訟に関する規定である同法 245条は、

「個人的にこうむった被害の回復請求の訴訟

のほかに、株主は、個別的にまたは命令所定

の要件の下において団跡的に(ense groupant)、

取締役に対する責任追及の会社訴訟を提起す

ることができる」と、明文をもって定めてい

る。

また、同法 158条 2項z号は、「会社資本

の 10分の l以上を結集する 1人もしくは数

人の株主の諮求にもとづき、または緊急の際

にはあらゆる利害関係人の論求にもとづ」捌

いて裁判上選任された 1人の受任者による株

主総会の招集を認めているのであるが、その

適用デクレ(商事会社に|刻する 1967年 3月

23日デクレ 67-236号)'刊22条は、この前求者

である少数株主が「受任者の選任につき、

商事裁判所長に対し請求をなすことを、..ー

その中の l人に対し委託することができる」

と定めている。しかし、当デクレにおける業

務執行鑑定に関する唯一の条文である 195

条叫(;1:，これに類似する規定を何ら合んでい

なかった。

1966年法において、立法者が、業務執行

鑑定人につき、 245条のように団体的にこれ

を請求すること、もしくは 158条のように株

主の 1人に対してその請求を委託することの

容認を望んでいたのであれば、かかる原則を、

明文化したであろうと指摘がなされているヘ

2.当判決のなされた手続上の埋由につい

ても、指摘がなされている則。

一方において、団体を株主・社員の受任者

24) Cass. com. 10 decembre 1973， note Y. Chartier， y， Chartier et J. Mestre， Them(s， Les grandes decis(ons de la jurispru-

dence， Les町 iete，ιn・判;荒苔・前掲論文(注・7)193.194頁、中目根・前掲論文(注・9)192頁書臥
25) 本件においては、各自が賢本の 10分の 1を充足していたようである〈中目板・前掲論文(注・9)19211書照)。
26) 山口=加藤「フランス新会社法(四)J阪大法学70号(1969年)174ト!75百。
21) Decret n'・67-236du 23 mars 19日.sur les s血出escommerciales 
28) 1967年デクレ 1'5条 1または数個の聾輯執行行為に関する報告脅を提出する任輯を負う鑑定人は、会社法第 226条所

定の要件の下において、取締役会長または聾務執行役員会長が正式に召喚されたレフェレをも勺て決する商事裁判所
長により適任される。(山口=加藤・前掲(注・20)14'頁書照)。

29) Y. Chartier， note sous Cass. com. 10 decembre 1973， Y. Chartier， Y. Chartier匂 J.M凶 tfe，Them民 Lesgrandes de 

cisions de la jur/:宅PTuden叫 L"蹴 ietes，n'・44なお、本主主および次章の判例検討にあた勺て101，本書を番考にしており、そ
の多くをその注釈に負っている。

30) Y. Chartier. note田 usCass. com. 10 decembre 1973. supra. note n'・29，n'・44.
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として認める ζ とは、「いかなる者も、代理

人によって訴訟を提起することはない」とい

う伝統的原則に対する違反という事態に直面

する。

他方において、団体が訴権を自己岡有のも

のとして有すると考える場合には、その構成

員が団体に自己の続利を移転したと考える必

要がある。しかし、これは、別の怖容に突き

当たる。すなわち、株主団体において、株主

は、 1]らが所有者でありかっ所有者としてと

どまっているところの株式を、当該閉体に移

転してはいない。そして、権利の行使は株式

の所有と結びついている。かかる状況の下、

株北が自己の権利を株式の所有と切り離すこ

とを望むということは、議決権信託と対比さ

せて考えることができる。そして、当該制度

は、 ~j定されているのである叩。

3上自己判決によって確立された判例は、

ゆえに、理論上は正当化されているのである

が、しかしながら、これは、実務上、深刻な

附Jfをもたらすと訴されている叩。

間体の創設は、 t:tが、原告に対し、資本に

対する株式の保有比率要件を課しているよう

な場合に、実務上、訴訟に必要な株式比率の

結集と訴訟手続きの実行を同時に容易にする。

一方、自信のないまたは引っ込み思案の株主・

社員は、訴訟手続において、自己の名をもっ

て盗を現して個人的かっ直接的役割lを果たす

準備ができにくいものであるが、「団体(asso-

ciation)J または「組合(syndicat)Jにならば、

比較的容易に参加しうることになる。また、

このグループにとって、必要があれば、適当

な公示によって、団体に参加する少数派を集

31) G. Ripert， supra. note nO 3， n' 1246審開心

めることは、比較的簡単なのである。

会社の株主数が多ければ多いほと、および

株式が分散していればしているほど、訴訟に

必要な比率の株式を獲得することは困難であ

るがゆえに問、この点は、実務上非常に重要

である。

他方、請求の対象となった会社およびその

取締役会は、 l唯一の対話者を相手にすること

ができる。この相手は、より手軽に構成員に

対し指示を与え、自らに課す決定をなすこと

ができる。団体が、証書を受け取り、伝える

権限を有しているため、手続は、軽減される。

費用は、比較的少額で済む。

このような観点から考察すると、上記破投

院の判示した方向とは逆に、 1984年法が、

株主団体による鑑定人選任計j求を認めたこと

は、歓迎すべき改正といえよう。

4 前掲の破投院半IJ決を導く論拠について

は、226条の立法趣旨の点からもまた、以下

のようにIIt判がなされている刊。

業務執行鑑定は、少数派の利益のみを保護

する対応措i~/. として着想されたものではない。

鑑定人の選任によって、少数派のためのみな

らず、会相のために選任された鑑定人の報告

討が作成されるのであり間、 226条の選任務

求の際には、請求者たる少数株主は、まさに

会社利益そのものを保護するのである。

1984年法は、企業の内部情報の改善なら

びに監視および響戒手続きという二つの観点

による予防措置を規定しており、業務執行鑑

定は、このいずれにも関係している。かくし

て、政府は国会に対して、業務執行鑑定人の

役割を拡大し、かっその活用を容易にするよ

32) Y. Char首位， note sous Cass. CQm. 10 dcembre 1973， supra. note n・29，n・44
33) Y. Guyon， supra. note n' 6， n' 447 
34) Y. Chartier， no隅 sousCass. com. 10 decembre 1973， $upra. note nO 29， n'・44
35) Cass. CQm. 13 novembre 1972. Y. Chartier， La gestion et le四 ntroledes societes a即 'nymesdans la jurisprudence. 1978 

p. 392 
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う促した。この目的を満足させるため、法は、

有限会社に業務執行鑑定を認め、株主以外の

者に鑑定人の選任請求権を与え、さらに、会

社資本の 10分の，1以上を有する株主は、「個

別的にまたはいかなる形式をもってしでも団

体的に」業務執行鑑定を請求することができ

ると定めたのであるという説明がされている

(226条 1項参照〕。

E 会社法 226条の鑑定と新民事訴訟法

145条の鑑定

新民事訴訟法 145条(後述)は、証拠調べに

関する規定である。仮取締役の選任請求また

は指櫛者の民事資任追及訴訟等の過程におい

て、新民事訴訟法 145条にもとづき、証拠調

べとして業務執行鑑定が消求され、かかる鑑

定による情報が、証拠として利用されること

が考えられる。ところが、これら会社法 l二の

手段は、その紛求に|剥し、いずれも消求者の

有すべき資本比本の要i'lが課されていない。

そのため、これらの手段に訴える際に新民事

訴訟法 145条にもとづいて業務執行鑑定を請

求する場合の要件と、会制法 226条が業務執

行鑑定請求に関して要求している訓求者が満

たすべき資本比率の'Il!f'Iとの盤合性という問

題が生ずる。

本章においては、会社法245条(後泊)にも

とっく指拘1者に対する民事ri任追及訴E沿に際

して、業務執行錯定が請求され、当該;Wi求が

会社法226条を根拠条文とすべきであり、か

っその要件を充足していないとして棄却され

た事例と、同じく指折I者の民事責任追及訴訟

の際に、新民事訴訟法 145条にもとづいて諦

求された業務執行鑑定が受理された事例を比

較・検討し、上述の問題について考察する。

破穀院商事部1976年1月12日判決(①判決)拙

<事件の擁要>Y株式会社(被告、被控J予人、

被上告人)の株主たる x(原告、控訴人、 1:， 

告人〕は、 Y会主iおよびその取締役に対して、

会計の鑑定前求を申し立てた。一審判決は、

これを棄却Lている。

これを不11日として、 Xは搾訴し、その控

訴の根拠として、 Xは、1"1己に与えられう

べき説明を最終的には受けるつもりであって、

会社とその法定代表者に対しては、自分には

不当だと思われる徴収(p詑1evements)につい

ての詳細!な説明を求めることに自分は常に限

定していたということ、ならびに、会社代表

者がXに満足を与えるのをm否したことが、

自らを法廷に向かわせ、かっ I~I 己の;bJ;且で鑑

定刻求に限定した手続を開始することをやむ

なくさせたのであると 11品した。このE侭えに

対し、 197411:2PJ 25 EI Paris 開訴院は、当

該会社に対する会;n・鑑定治求が受!'I!されえな
い旨を判示している。

かかる判決に対して、 Xは 1:-.1与し、一方

において、向らのt古":I~Iから '1，じている巡り、

消求の円的が、 1966"1ミ会事l法 226条によっ

て定められているものではなく、|司法 245

条)1)(こよって定められているものであるのに、

投訴院は、これを出1解していること、他方に

おいて、同条文の枠内では、株主が訴権を側

別に行使する際に、株式保有の'llil'lにつき、

いかなる定めも設けられていないことを、主

張している。

<判旨>r原判決は、 1または数側の業務

36) Cass. com. 12 janvier 1976， note Y. Chartier， Y. Chartier et J. Mestre， Themis， Les grondes declsions de fa jurisprudence， 
Les SQC;ete.ゐ n・45，

37) 245晶株主は、個人的にこうむった損害の回復請求訴訟のほかに、個別的にまたは命令所定の聾件の下において団体
的に、取締役に対する責任追及の会社訴訟を提起することをうる。原告は、会社がこうむった制抑全部の閥復を晶判
上譜求する賢格を与えられ、その樹告には、当該損害賠慣は会社に給付される。
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執行行為に関する報告番を提出する任務を負

う鑑定人の裁判上の選任に関するかかる手続

は、 1966年7月24日法 226条の規定の適用

に属するということ、および同条文が要求し

ているとおり、株式の 10分の l以上を Xが

有しないのであるから、この請求は受理され

えないということを判断することができた・…;

かかる理由により:・ ・1974年 2月25日に

Paris控訴院によって下された判決に対して

なされた上告を棄却する。」

破鍛院商事部1981年12月7日判決<0判決)納

<事件の概要>Y株式会社(被告、上告人)

の社長たる訴外Aは、 1977年 1月7日付証

脅により、 1，500，∞0フランの額を対価とし

て、自分の息子である訴外 Bが代表取締役

である Y会社に、自己の有する特許を譲渡

した。この契約は、 1978年 5月 1日および

1979年3月29日の株主総会によって反対さ

れたにもかかわらず、履行された。会社の財

務状況を考慮して、この取り引きを奇異であ

ると判断した Y会社の株主 X"X，(原告、被

上告人)は、 Y会社をレフェレ裁判所聞に召

喚し、「権利および利益の保護<<la 

岨 uvegardede droits et interets>> Jおよび

「会社訴権<<l'actionsociale>> J行使の可能性

について、当該譲渡が、Aの貿任を追及すべ

き性質の 7オート (unefaute)刷の存在を明

らかにするものか否かを判定すべき任務を負

う鑑定人の選任を当該裁判所に対して請求し

ている。ただし、 X11X2は、自己の請求の根

拠を明示していない。 Y会社は、 X11X2が

会社資本の 10分の lを有しておらず、 1966

年会社法226条の適用に関する訴訟につき、

受理されえないと主張している。

1980年 1月7臼Remis控訴院判決は、請

求された鑑定人の選任は、新民事訴訟法 145

条(後述)を唯一の板拠として受理されうるこ

とが宣告されるべきである以上、 X11X2お

よび彼らの訴訟に参加した X，が会社資本の

10分の lを有していないことは重要性を有

しないと判示した。

Y会社は上告し、第一に、 1966年会社法

226条は、新民事訴訟法 145条の規定と抵触

しているがゆえに、前者の条文に対する違反

となっていること、第二に、 1966年会祉法

226条は、業務執行行為について(訴訟提起と

いうような一筆者)限定を一切行なっておら

ず、ゆえにこの点に関し、当該条文は、重ね

て違反されており、第三に、未承認であるけ

れども履行された契約の履行という点につい

て、手続を踏まなかった 1人または数人の会

社受任者に対し、その責任追及訴訟を開始す

るための判定資料の収集措置として請求され

た鑑定は、社員と会社の関係において唯一根

拠となる会社法226条が適用される枠内にと

どまっていると主張している。

<判旨>，請求された証拠調べは、会社の

一個の業務執行行為に関する情報としての資

料を収集することであるとはいえ、その目的

は、・…u 訴訟の解決がかかっている可能性の

ある証拠事実を、一切の訴訟手続以前に明ら

かにすることにあるということを、控訴院は

考慮にいれ;......1966年7月24日法 226条の

規定ではなく、新民事訴訟法 145条の規定に

もとづく彼らの提訴が受理せられうると、正

38) C臨時m.1 d悶 mbre1981， note Y. Cbartier. Y. Chartier， et J. Mestre， Themis. Les grtlnd，ωdecisio間企 lajurisp昨

dence， Les societe，ιn・45.
39) レフ£レとは、フランス新民事訴訟法上、わが園田民事保全上の恒処分に照応するものである。詳Lくは、本田耕一『レ

フ五レの研究一一フランスにおける仮処分命令の尭令要件 J (1997年〉参照。
40) fauteの意義については、法揮に明らかな定義がなく、学説によりJ違法jまたは「過失」と解釈されているようである。田

中周友=川上太郎=小野木常=笹口知平=木村健助『仏醐西民法(m)財産所得法(2)現代外国法典草書(16)J (1956年
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当に判示した…・・;かかる理由により・1月7

日に下された判決に対してなされた上告を棄

却する。」

<検討>

1. 1966年会社法226条に従えば、株主が、

鑑定人の選任を請求するには、会社資本の

10分の l以上を有していなければならない。

他方、新民事訴訟法 145条は、「すべての訴

訟に先立つて、紛争の解決の基礎となるであ

ろう証拠事実(Iapreuve de faits)を保全しま

たは証明を行う正当な理由が存在する犠合に

は、法律上認められる証拠調べ(I田 m田町田

d'instructions)は、すべての利害関係人の訓

求により、申前にもとっき、またはレフェレ

としてこれを命じることができる」川と定め

ている。

それでは、指御者に対する民事責任追及訴

訟等の証拠調べとして、新民事訴訟法 145条

にもとづいて業務執行鑑定を~llj求する場合に、

両条文は、抵触を生じないのであろうか。

1976年 1月 12日判決(以下、①判決と呼

ぶ)において、第一に、 Xは、「自分に与え

られうる説明を最終的には受けるつもりでい

たにもかかわらず」自らには不当と感じられ

る徴収についての詳しい説明を会社に要求す

るに'常にとどまっているということを主5~ し

ており、これにより、請求している鑑定が賞

任追及訴訟の前置き(Iep品Iiminaire)叫では

なかったということを認めたのである。(也崎、

Xは、自分に満足を与えることを会社代表

者が拒否したことによって、裁判に訴え、

「かっ自己の意思で鑑定請求に限定した手続

を開始する」ことを強いられたのであると訴

えた。かかるこ点の確認から、控訴院が、当

該手続は 226条に関するものであると判示し

たことを、破鍛院は、是認している。

控訴院は、鑑定人が f1または数個の業務

執行行為に関する報告書を提出する任務を負」

っているということを考慮している。ゆえに、

その結果、被告人たる会社の資本の 10分の

1を有していない株主の鑑定請求は受砲され

ないということになった。

1981年 12月7日判決(以下、②判決と呼

ょのでは、破鍛院は、原審裁判ì~が f;Wl求さ

れた証拠調べは、会社の一個の業務執行行為

に関する情報としての資料を収集することで

あるとはいえ、その目的は、・…(本案-1¥

者)訴訟の解決がかかっているuJ能刊のある

証拠事実を、一切の訴訟手続以前にlりjらかに

することにあるということを考慮に人れ」て

f1966年7Jj 24日法226条の規定ではなく、

新民事訴訟法 145条の規定」にもとづき、挺

訴を受煙!しうると宣告したことを主U!'，して、

上告を楽却した。

これら二つの判決を対照させて、 二つのlJ;i

則が導かれている刷。すなわち、第一に、 ;w
求された業務執行鑑定が、会社i1;226条の F

定している想定に相当することがlリ11'1な場合

には、 f"1条文以外の規定によって鑑定をJ市求

することはできない。しかし、第二に、 1，;1条

は、会社法に|測する訴訟すべてを包合するも

のではない。換討すれば、会社法226条の鍛

定と新民事訴訟法 145条の鑑定とは、法11¥1:
性質が具合なるのであり、相互に見なる二つの

借i~lを構成しているのである。

2目次に、いかなる協合に、株主は、上述

の①判決の解釈に従わなければならないのか、

同時に、②判決の解釈を援用するのが正当と

されるのはいかなる場合かということも肖然

41) 若林安雄「新フランス民事訴訟法典」近畿大学法学40巷2号(1993)159.1曲目書照。

42) Y. Chartier， note sous Cass. com. 12 j曲川町 1916et Cass. com. 7 decemb問 1981，$Upra. note nO 17， n'・45.
43) Y. Chartier， note so田 C醐 com.12 janvier 1976 et C臨 com.7 decembre 1981， supra. note n'・17.n'・45
44) Y. Chartier， note 50凶 C回S.com， 12 j阻 vier1976 et C邸S回 m.7 decembre 1981，四rpra.notc s'・17，n'・45
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問題とされる。かかる問題については、以下

の説明がなされている叫。

①判決において、破鍛院は、請求者の手続

が「自己の意思で鑑定請求に限定」されてい

るという事実に着目している。かくして、破

投院は、手続的な観点から、226条の鑑定の

独自性を強調した。すなわち、鑑定それ自体

が、主たる請求を構成し、かっそれ自体が目

的であるということである。事実、訴訟が継

続中であるという観点だけから当然には命ぜ

られることはできないというのが、 226条の

鑑定の本質的特徴の一つである。

鑑定報告書は、前述の通り、請求者、検察

局、企業委員会、会g-l-W主査役、場合によって

は会社の指抑機関に拠出され、さらに、 l直近

の総会のために会計股査役によって作成され

る会計報告:iHに添付され、かっ監査役の報告

さ?と同一の公示を受けなければならない(226

条4rjj参)1¥¥、前述)。すなわち、鑑定報告書

は、第ーに、郁々の関係者間での意見の交換

の材料であり、ならびに提出後の総会におけ

る討議の対象となることが予定されるもので

ある。報告討が、取締役の責任を明らかにす

るフオートを指摘していたとしても、その報

告書が、損害賠償請求訴訟等に活用されるか

谷かは、第二次的な段階の問題である。

逆に、②判決が指摘したように、新民事訴

訟法 145条の鑑定は、本質的に、例えば、指

揮者の民事責任を追及する爾後の訴訟等にお

いて当該訴訟を解決するための証拠調べとし

ての措置なのである。

以上のことから、実務上重要な結論が導き

出されている叫。会社法 226条にもとづく鑑

定は、半1)例によると、特定された業務執行行

為であると同時に、不正規または妥当ではな

いことが当然に推量できる業務執行行為が問

題にされねばならない。さらに、当該鑑定人

は、例外的性質Ccaractere回目pttonne心耐を

有しており、法定の他の情報措置を請求者が

既に行使し、その実効がなかったことを立証

しうるときにのみ選任されうる問。これに対

して、新民事訴訟法 146条 1項は「証拠調べ

は、事実を主強する当事者が、その立証のた

めの充分な資料を有していない場合にのみ、

その事実について、これを命じることができ

る」と定めている叫。すなわち、新民事訴訟

法上の証拠調べ措置は、会社法 226条による

措置とは異なり、予備的性質 (caractere

subsirl山 re)制のものであって、この規定は、

請求者が情報を求める行為についての請求者

の無知も、請求者によって他の情報前求措置

すべてがすでに行使されているということも、

その適用の要件とはされていないのである。

結局、このこつの措簡の相述は、その目的

から生じると説明される問。民事訴訟法上の

鑑定は、とくに、編後の訴訟に用いられる証

拠の獲得手段であるのに対して、226条の鑑

定は、第ーに、何よりもまず情報源なのであ

り、第二にこの情報を知ることによって、株

主は、自己の判断に従って決定を下すことが

できるのである。株主は、総会における決議

の際に、会計書類に関し、または指揮者の選・

解任に関し、議決権を通して自らの意思を示

す権利を有しているし、株主はまた、情報諸

45) y， Chartier. note sous Cass. COD1. 12 j四 vier1976 et C副将 com.7 dec回 lbre1981. supra. note n'・17，0" 45. 
46) Y. Guyon， supra. note n'・6，n・447;G. Ripert et R. Roblot， supra. 00胞が 6，n' 1359'書照。
47) G. Ripert et R. Roblot，四Ipra.note s' 6. n'・1359';M Cozian et A. Vi阻 dier，supra. note n'・6，s. 388; Y. Guyon， supra 

note n・6，n・447
48) 若林・前掲(注・41)160頁幸四心
49) Y. Chartier， note田 us，Cass. com. 12 j岨 vieI" 1976 et C芯s.com. 7 decembre 1981， supra. note n'・17，n'・45
50) G. Ripert et R. Roblot， supra. note s'・6，n'・13S9ljY. Cbartier， note四国臼SS.COsl. 12 j叩 vier1976 et Cass. com. 7 

decembre 1981， supra. note n'・17，s'・45
50 韓会議事日程への議案の記載請求権(1曲条)、書面による質問提出権(162条)、会計監査役の忌避・解任請求権(225条・22

7条)等。
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求および監督についての恒常的権利を有して

おりsへこれらの権利と比べて、 226条の鑑定

は、補足的な役割を有するにとどまる5九そ

して、株主は、業務執行鑑定により得られた

情報を、自分自身の判断に従って、株主総会

において活用することができ、また、他の訴

訟の際に活用することも可能であろう。

提訴された前求に|刻して、その1'1質を決定

するという微妙な判断を裁判官は行っている

との指摘がある(①判決参照〕問。裁判r{はま

た、品1
11求が条文上の板拠を欠いている切合に

は、適用条文;を 1'1らが決定する縦|似を有して

いる(②*'11たのbji様である 1980ff 1月7日判

決における Remis 険訴院の判iJ~) 。

しかしながら、会引法Iの的i伐とN.~J~:lJi:.訟

法 l の措iit'~の|メ別は、尖務 tのものではなく

慨:宮、 l'のものであり、'火際には1リl附:ではな

い州。取締役に対する火任i自主主訴訟の過料で

業務執行がJfi求される場合には、かかる武任

ill放，W権が q\l!虫株主権であり (245 条〕、会 ~I

の業務執行の lまたは数制の同Ifliに|則して'f'

うことを当然に前従としているために、とく

に混同を起こしやすい。*h"}，dは、 Ni;.}とrit.こる

株主の訴状(a田ignation)利成の1I:Jjが、いず

れの法律を越川するかという決定において、

~I"ì;ïに !;Hll波であると，\十されている問。

52) G. Ripert et R. Roblot， supra. note n・6，n'・1359'

おわりに

本稿では、会社経営者または多数派株主・

HHの専横に対するフランスの法規制につい

て、業務執行鑑定人選任制度を取り!げ、こ

の制度に|刻わるUlI題点、とくに株主1'1'1体によ

るその，時求ならびに会計法にもとづく業務執

行鑑定di求と新u-¥'H，iJf沿法にもとづく業務執

行鍛iizdl求について検;i-tした。

首1似するものとして、わが尚ilには、 l向il<

294条耐のitめる検代役制度がある問。州11<1

制度の1]-J止が見なるため、その比較はq¥純な

ものではないが、これまでの比較研究におい

ていくつかの指摘がなされており刷、参唱に

1，IIiするものと思われる。

わがIK¥検ft役の選任，1111求権は、先行済株式

総数の 10 分の l 以 kに判る株式の保イ1 を~

1'1とする少数株 i柏j[である。数人の株主がJt
I，;]Lて[1-1，1，11をなすことが11:米るが、この場作、

その数人がJU';]h;(仇とならなければならな

L 、'"。

わがIK¥でも、株 lは持株創刊を満たすこと

に加えて、実質的理!I'Iとして、会4判|の3業位務の

執t行Iに|閃則しイ不t勺l正l正:のf行i1..為bまたはJ法よ令l定i主:J品紘4止;巡b以〈の

l市，T(大白サ引W.l実ミのイμu抗lをE疑正うベき'サl灼t内川1什11のイιi{イ{Iの、慌'(.，川川，11白i
が主製~j求主されているω」ただし、~叩|を満たす

53) Y. Chart隠れ noteSQUS Cass. com， 12 janvier 1976 et CIlSS. com. 7 decembrc 19則。 supra.notc n" 17， 00 45 

54) G. Ripert et R. Roblot， supra. note nO 6， nO 1359'; Y. Chartier， nole sous C前市 com.12 jallvier 1976 et Cuss. com. 7 

deccmbre 1981， s叩 ra.note n'・17，n'・45
55) Y. Chartier， note sous， Cass. com. 12 janvier 1976 ct Cass. com. 7 deccmbre 1981， supru. note n" 17， n'・.，
56) 商法29H長期 1羽会社の草稿の執行に閃Lィ、日の行ぬまたは法令も Lくliit駄に迎反する南太なる'WMあることを挺

うべき甲山めるときは舟行柿株式の総散の 10分の l以 lに当る株式を到する株 lは企11:0)揖肺およびl吋町白状況を訓
在せしむるため裁判所に検査役の週刊を請求することを叫。

57) 庄子良Ylr連括判例会社法全性 4J 服部捷三=廿IJ;~ 荊之、崩(1973 勾 )202-217 t'.i、総本溢『新版I1制企HiJ正9)JJ柳立郎

鴻常夫=竹内昭夫嗣拙代主(198'年)225・236rU11品いづみ「綜 lの料館柚古蜘J[1T(世論点企社i!iJ柄昌俊雌=.11、村治
莞=新山雄三輔 (1996'1')409.413 )'j番版。

58) 荒谷.niH砧抽文(注・7)害問。

59) 森本・前倒(注・57)232n。
曲) 末永敏和「柚在i止の迫任請求と法令・定品;違反の町大な・J<:Jtl金利判例百通(郁5版)(1992旬)1651'i、1:111純子「株式企

社における経営の監刊と検在役制度 イギリスにおける匝聞を機組として (一 )J民l¥jiJ‘雑誌1¥6坦2り(1997{!'-)3

2耳、日子・前掲(呂・57)205.207耳、議本・前掲Ut・57)229-231氏。
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|恨りにおいては、裁判所は検査役の選任を義

務づけられ、フランスのように裁判所に裁量

級は認められていない叫。この点につき、裁

判所の裁量に委ねることは、その適用が非常

に狭められるおそれも多分にあり、それゆえ、

わが国のように、選任要併をある程度明確に

定めた上で、これを満足する限りは必ず選任

がなされるえiが好ましいという評価もなされ

ている叫。

この反面、わが凶では、検査役の選任が認

められた場合であっても、その調査結果は裁

判所に報告され、その後、裁判所が株主総会

の招集・袋沓につき判断をする叫。この際、

裁判所が、総会開催の必要性を認めなければ、

制直結*は、株主の知りえないこととなろう。

この点につき、当政調査結*は、当然に株主総

会に拠出されるべきであるとの指摘がある叫。

フランスの業務執行鑑定人制度は、その選

任および任務・椴|恨の内容・iIiii聞の決定につき、

裁判所の裁慣に委ねられているが、挺出され

た鑑定報告件の取倣いは、当事者の自由裁量

に{壬されている。したがって、報告官による

情報を証拠として利用し、指抑者の民事責任

追及等の訴松を起こすことももちろん可能で

あるが、同時に、裁判所による関与を受けず

に、会社内部において自主的に解決を図るこ

とも可能である。わがl通の検資役の報告に比

して、柔軟な、ゆえに利用しやすい制度とい

えよう。

フランスの業務執行鑑定人制度は、また、

その選任請求権を株主団体に認めることにつ

き、立法による解決がはかられ、団体による

権利行使が認められている。これにより、請

求手続が簡便となっており、請求者の負担が

61) 庄子・前掲(注・57)21仏211頁、轟本・前掲(注・57)232-233頁。
62) 荒菩・前掲論文(注・7)226頁。

軽減されていることは強調されてよい。

フランス新民事訴訟法 145条にもとづく業

務執行鑑定請求については、確かに、濫用の

おそれを否定できない。この点に闘し、フラ

ンスの判例は、請求の目的によって、会社法

226条と、新民事訴訟法 145条の適用を区別

しており、学説もこれを受け入れているよう

である“」しかしながら、その基準は明確で

あるとはいえず、なお濫用の危険を内包した

制度であるといえる。民事訴訟法上のこの手

続が、会社法上、株主権の濫用をもたらすよ

うな事態を招く制度であるか否かは、今後、

慎重に見守る必要があると思われる。

63) 庄子・前掲(注・57)214頁、森本・前掲(注・57)235頁、上回・前掲論文(注・曲')32-35頁。
64) 荒苔・前掲論文(注・7)227頁。
65) G. Ripert et R. Roblot， supra. note nO 6， n・1359);M. Cozian et A. Viandier， supra. no担 げ 6，n・492
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